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農林水産業は、本来は自然循環機能を生かし、

私たちの生存に必要な食料等を生産する産業でし

た。しかし、人口が増加し科学技術が発達するにつ

れて、森林伐採による農地拡大、大型機械や化学

肥料・化学農薬を用いた食料増産、家畜の大規模

多頭飼育を行うなど、環境に負荷を与える一面も持

つようになりました。このため、地球規模でみれば世

界の温室効果ガス(Greenhouse Gas：以下、GHG)総

排出量520億トン(CO2換算、2007-2016年平均)の

うち、農業・林業・その他土地利用に関するものが全

体の約4分の１を占めています。日本国内では、総

排出量11.5億トン(CO2換算、2020年度：以下同じ)

のうち農林水産分野は5,084万トンで、全体の約4％

を占めています。農林水産分野の主なGHGと排出

源は、水田や家畜の消化管内発酵等によるメタン、

農用地の土壌や家畜排せつ物管理等によるN2O、

燃料燃焼によるCO2等です。

一方、森林、農地・牧草地による国内のGHG吸収

量は4,450万トンとなっています。こうしたなか、農林

水産省では2021年5月に｢みどりの食料システム戦

略｣を定めて、2050年までの農林水産業における

GHG削減目標とその工程表を明らかにしました。戦

略では、食料・農林水産業の生産力向上と持続性

の両立をイノベーションで実現することとし、2050年

の農林水産業のCO2ゼロエミッション化、化学農薬使

用量(リスク換算)の50％低減、化学肥料の使用量

の30％低減、有機農業の取り組み面積を100万ha

に拡大、さらに吸収源強化のためのエリートツリー等

の成長の優れた苗木の導入拡大、二ホンウナギ、ク

ロマグロ等の養殖における人工種苗比率100％達成

等を目指しています。工程表として2030年、2040

年を区切りに段階的な目標を定め、併せて技術開

発も進めることとしています。GHG削減に向けた技術

革新としては、2030年までに開発されつつある技術

の社会実装、2040年までに革新的技術・生産体系

を順次開発、そして2050年には革新的技術・生産

体系の速やかな社会実装を行う計画となっていま

す。こうした戦略の実現に向けて、2022年7月には

｢環境と調和のとれた食料システムの確立のための

環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律(み

どりの食料システム法)｣が施行され、環境と調和のと

れた食料システムの確立に関する基本理念、農林

漁業に由来する環境への負荷の低減を図るために

行う事業活動等に関する計画の認定制度等が設け

られました。この法律にもとづく国の基本方針が

2022年9月に告示され、都道府県・市町村による基

本計画、農林漁業者等による実施計画に関する手

続き等が行われています。

また、食料・農林水産業活動に伴うGHGの排出

量・削減量等の｢見える化｣に対する取り組みも行わ

れています。農業者等の脱炭素化の取り組み効果を

算定し、取引先や消費者にアピールすることが期待

される｢農産物の温室効果ガス簡易算定シートを利

用した脱炭素の見える化ガイド｣(2022年9月)の公表

や、TCFD提言にもとづく食品事業者の気候関連リス

ク等に関する情報開示を促す｢食料・農林水産業の

気候関連リスク・機会に関する情報開示(入門編)(実

践編)｣(2022年9月)等の作成・公表です。

当社では、環境コンサルタントとして農林水産分野

の気候変動関連業務を実施するとともに、TCFDに

関する企業の気候変動関連リスク・機会の評価支援

サービスも提供しています。豊富な実績と技術を活

用し、農林水産分野のGHG排出削減をめぐる取り組

みにおいても貢献してまいります。

GHG排出削減のための農林水産分野の施策の動向
～みどりの食料システム戦略とGHG排出削減対策の見える化～
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お部屋の健康診断

PCR検査法によるDNA診断

綿棒でふき取って送るだけ(送料無料)
お客様の状況に合わせた診断
プランを用意しております。

ホコリや汚れの中に存在する
ダニ・花粉・カビ・バクテリア・
トコジラミ・ヒゼンダニのDNA
量を測定して、お部屋の衛生
状態を評価します。

https://lifecare.ideacon.co.jp/

お申し込みは、Webショップから

そのほかにも身近な問題や
課題を解決するさまざまな
サービスを提供いたします。

食品の栄養成分分析
水道水に関わる

水質分析
土壌環境の

コンサルティング
PCB分析

診断報告書例

社会基盤の形成と環境保全の総合コンサルタント
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いであ株式会社
1953(昭和28)年5月
東京都世田谷区駒沢3-15-1
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代表取締役会長　田畑 日出男
代表取締役社長　田畑 彰久
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CORPORATE DATA

■建設コンサルタント事業
河川・海岸・港湾・道路・橋梁の整備・保全、交通・都市・地域計画、防災・減災対策

■環境コンサルタント事業
環境調査、環境評価・環境計画、自然環境の保全・再生・創造、環境化学分析、環境リスク評価、
廃棄物・有害化学物質対策、食品分析、衛生検査、生命科学

■情報システム事業
情報基盤の構築支援、防災・減災システム開発、気象・健康・生活情報の提供・配信

■海外事業
インフラマネジメント、環境保全・創出




